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本稿の目的
市民が社会生活において直面する民事上のトラブルの中で、金額的に
は決して大きなものではないというケースは、珍しくない。しかし、少
額のトラブルの場合、通常の民事訴訟手続を利用していては、手続に要
する時間、費用及び労力が見合わず、それゆえ、権利を有する者がその
二三四五
実現を諦め、事実上泣き寝入りをせざるを得なくなることも、少なくな
しE。
そのような事態を回避するために、多くの国家は、一定範囲の簡易な
民事紛争について、通常の民事訴訟手続よりも簡略な手続を別に用意し
ている。わが国も、訴額が60万円以下の金銭支払請求手続について、簡
易、迅速かっ低廉に紛争を解決するための特則を設けている(民事訴訟
法〔以下「民訴法」と記す。なお民事訴訟規則は「民訴規則」と記す〕第六
編 [368条以下。同編に定められた手続を、以下「少額訴訟手続jと記すJ) (1)。 
(1) 少額訴訟手続の立法趣旨については、例えば、法務省民事局参事官室編
『一問一答新民事訴訟法.](1996、商事法務研究会)386-387頁、竹下守夫=
青山善充=伊藤虞編集代表『研究会新民事訴訟法一一立法・解釈・運用』 
(1999、有斐閣)470-471頁〔竹下守夫=柳田幸三発言〕参照。 
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訴訟物の価額が低い紛争は、国内の民事事件のみならず、国を跨いだ
渉外事件、すなわち国際民事訴訟としても生じ得る。国際民事訴訟と聞
くと、一般に、大規模で訴訟物の価額も高い国際的企業聞の国際取引紛
争を想像しがちである。しかし、国際化の進んだ、現代社会においては、
市民の国家間往来も活発になっており、訴額の高くないトラブルの発生
も容易に想定され得る。例えば、海外旅行先で購入したみやげ物が不良
品であった、旅行先で軽微な事故に遭遇した、または、ホテルのオー
ナーが外国人客による宿泊代金未払いに遭った、などである。これらの
ような国境を越えたトラブルにおいては、「少額の請求であれば解決に
かかる費用、時間及び労力も少ないJとは限らない、という実態が、さ
らに顕著に現れ、権利を有する者が泣き寝入りを余儀なくされる危険
も、いっそう高くなるω。翻訳や訴訟関係者の渡航にかかる時間、費用
及び労力など、国際民事訴訟の追行に不可欠な追加的負担が、当然に予
想されるからである。
とはいえ、潜在的に国際的な少額請求の要望が存在することは、想像
に難くない。そして、少額債権者に対して、裁判及びそれに基づく執行
による権利実現の機会が、現実に利用可能な方法として与えられること
の重要性は、国内事件と渉外事件との間で何ら変わるものではない。 
2007年7月11日、欧州議会及びEU理事会は、「欧州少額請求手続の創
設に関する欧州議会及び理事会の規則(Regulation(EC) No. 861/2007 of 
the European Parliament and of the Council of 11 July 2007 establishing a 
European Small Claims Procedure、以下では、特段の注記がない限り、本規
則を「欧州少額請求規則」または単に「規則」と記す)(3)Jを制定した。規
則は、一部の規定(規則25条)を除いて、 2009年1月 1日から、デンマー
クを除くヨーロッパ連合(European Union、以下 IEUJと記す)加盟国間 
(2) なお、例えば、国際裁判管轄に関する指摘ではあるが、本間靖規=中野
俊一郎=酒井一『国際民事手続法j(2005、有斐閣)42頁も、基本的な問題意
識は同様と考えられる。 
(3) OJ L 199，31.7.2007，p. 1.なお、本稿においては、わが国の制度と区別す
る便宜上、以下、 I(European) Small Claims ProcedureJを I(欧州)少額
請求手続」と記す。 
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で発生した少額紛争に適用される予定である(規則 2条 3項及び29条)0 
EUにおいては、昨今、民事手続法の各分野について、加盟各国の法
令の独自性を尊重しつつ、規則等を通じて、域内の民事手続法の調和及
び一定範囲でのボーダーレス化を具体化する動きが活発であるω。本規
則も、その一例に位置付けられる。民事手続法領域におけるEUレベル
の最新法令、及び、その制定作業の過程を知ることは、 EUの民事手続
法の調和へ向けた今後の方向性を探る上で、重要である。また、単なる
比較法的知識に留まらず、わが国が、民事手続法領域において、 EU非
加盟国として、 EUの動向を的確に予測し、わが国として採るべき対応
を考察していく上で、不可欠である。さらに、わが国が、少額訴訟手続
に関する囲内の現行制度の見直し、また、国際的な少額請求の取扱いの
あり方を考えていく上でも、何らかの示唆が得られるものと考える。
そこで、本稿においては、その予測及び考察のー材料とするべく、最
新の例である「欧州少額請求規則」を取り上げ、精査する。以下では、
まず、規則の制定に到るまでの過程を振り返り(二及び三)、その上で規
則の内容を紹介し(四)、最後にわが国への示唆を考えることとする
(五)。
二規則制定作業に到る経緯 
1 背景となる状況
訴額が低い民事事件の手続について特別な配慮が必要であることは、
消費者紛争や商事紛争の場合を中心に、 EU域内で従来から指摘されて
いた(5) 
1998年12月3日に、ウィーンにおいて、「自由、安全及び正義の領域 
(4) 	 これまでの民事手続法の調和へ向けた司法協力の状況を、日本語で簡潔
に紹介したものとして、例えば、ベーター・ゴットヴアルト〔出口雅久=
工藤敏隆訳JIヨーロッパ民事訴訟法」立命館法学299号600-604頁(2005)、
石川明=石渡哲編 WEUの国際民事訴訟法判例.1(2005、信山社)1-23頁〔芳
賀雅額〕。 
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に関するアムステルダム条約(6)の規定の最善の運用方法に関する理事会
及び委員会の行動計画(Actionplan of the Council and the Commission on 
how best to implement the provisions of the Treaty of Amsterdam on an 
area of freedom，security and justice) (7) Jが採択された。そこでは、民事
事件における司法協力の一環として、 1999年 5月 1日にアムステルダム
条約の発効した後、 5年以内になされるべきテーマが挙げられた。その
具体的内容のひとつとして、費用面を含め、欧州市民の司法へのアクセ
スを容易にし、加盟国間で整合性を持たせるとした目的に、できる限り 
(5) 消費者紛争について、欧州委員会は、「グリーンペーパー一一単一市場に
おける消費者の司法へのアクセス及び、消費者紛争の解決(Green Paper--
Access of Consumers to Justice and the Settlement of Consumer Disputes 
in the Single Market) J (COM (1993) 576 final)に基づいて、 Ir域内市場にお
ける消費者の司法へのアクセス及び消費者紛争の解決に関する行動計画』
についての欧州委員会からの通達(Communicationfrom the Commission 
“Action plan on consumer access to justice and the settlement of con-
sumer disputes in the internal market")J (COM (1996) 13 final)を採択し、
消費者の司法へのアクセスを容易化するための、簡易な形式の手続を導入
するよう提案していた。
また、商事事件については、「商取引における支払遅滞との対決に関する
欧州議会及ぴ理事会の指令の提案(Proposalfor a European Parliament and 
Council Directive combating late payment in commercial transactions) J 
6条において、すべての加盟国に少額請求手続を導入するよう提案した (OJ 
C 168，3.6.1998，p. 13，p. 16)。しかし、同提案が指令として制定された際に
は、該当規定は削除されていた (See， Directive 2000/35/EC of the 
European Parliament and of the Council of 29 June 2000 on combating late 
payment in commercial transactions，OJ L200，8.8.2000，p. 35)。なお、同
指令に関する日本語での紹介として、例えば、潮見佳男 IEUとドイツにお
ける支払遅滞制度の変革一一EU支払遅滞指令とドイツ民法典の2002年改
正」川角由和=中田邦博=潮見佳男=松岡久和編『ヨーロッパ私法の動向
と課題j(2003、日本評論社)395-401頁。 
(6) Treaty of Amsterdam，OJ C 340，10.11.1997，p. 1.なお、同条約に関する
日本語での紹介として、例えば、金丸輝男 1<資料〉アムステルダム条約(仮
訳)J同志社法学51巻 5号124-230頁(2000)。 
(7) 
 OJ C 19，23.1.1999， 1.p. 
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近づけるべく、追加的な法案の作成など、国境を跨いで適用される民事
手続に関する規定を制定することが、指摘されたへ 
1999年10月15日及び16日、フィンランドのタンペレにおいて、欧州理
事会が開催されたへその際、欧州理事会は、 EU理事会と欧州委員会
に対して、請求の対象が少額の消費者紛争及び商事紛争を中心に、簡易
かつ迅速な、国境を越えた訴訟手続の一般規定を制定するよう、要請し
ヲ九(10) 
1，- 0 
2000年11月30日には、「民事及び商事事件における裁判所の判決の相
互承認原則の実施へ向けた措置の草案フ。ログラム (Draft programme of 
(8) アムステルダム条約に基づいて、 EC条約 (Treatyestablishing European 
Community)65条に、民事事件に関する加盟国間の司法協力の規定が新設
され、民事手続法分野についてEUレベルの法令を制定することも可能に
なった (OJC 340，10.1.1997，p. 173)。
ちなみに、 EC条約は、 1957年 3月25日調印の欧州経済共同体設立条約 
(Treaty establishing the European Economic Community、原典は官報未
公開、いわゆるローマ条約)が、 1986年 2月17日及ぴ28日調印の単一欧州議
定書(SingleEuropean Act， OJ L 169，29.6.1987，p. 1)によって修正され、 
1， OJ C 19，(Treatyon European Union条約EU日調印の7月2年1992 29.7. 
1992，p. 1、いわゆるマーストリヒト条約)によって「経済」の名称を削除さ
れ(OJC 224，31.8.1992，p. 1)、上記のアムステルダム条約、さらに2001年 2
月26日調印のニース条約 (Treatyof Nice，OJ C 80，10.3.2001，p. 1)によって
修正された (OJC 325，24.12.2002，p. 33)。しかし、 EC条約は、この文書の
中で、独立した条文番号を有するひとつの節として存在し続けている。な
お、 2007年12月13日調印の iEU条約及びEC条約を修正する条約 (Treatyof 
Lisbon amending the Treaty on European Union and the Treaty establish-
ing the European Community，OJ C 306，17.12.2007，p. 1、いわゆるリスボ
ン条約)Jが発効(加盟国の批准が順調に行われた場合、 2009年 1月 1日の
予定)すれば、 EC条約は iEUの機能に関する条約 (Treatyon the Function-
ing of the European U nion) Jと改称され、条文番号も変更される予定であ
る(OJC 115，9.5.2008，p. 1)。 
(9) Presidency Conclusions: Tampere European Council 15 and 16 October 
1999，available at: http://www.europarl.europa.eu/summits/tam_en.htm 
4的 OJC 19，23.1.1999，pp. 10-11 (Part I，B. I. 41. (d)). 
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measures for implementation of the principle of mutual recognition of deci-
sions in civil and commercial matters) (凶」が採択された。その中では、少
額紛争に関する国境を越えた訴訟の簡易化及び、迅速化についても言及さ
れていた。そして、国境を越えた少額請求手続の簡易化及び迅速化の議
論は、タンペレにおける欧州理事会の結論の方向と調和しており、特定
の手続の一般規定や最低限の基準を設けることによって、判決の承認・
執行が容易になる、との見解が示された(12)。 
2 制定に向けた作業
付グリーンペーパー
以上の流れを受けて、 2002年12月20日、欧州委員会は、「欧州支払督
促手続並びに少額請求訴訟の簡易化及び迅速化の手段に関するグリーン
ペーパー (GreenPaper on a European order for payment procedure and on 
measures to simplify and speed up small claims litigation、以下「グリーン
ペーパーJ(引用に当たっては IGreen PaperJJと記す)(日)Jを採択し、関
係各方面に意見を問うべく公表した。欧州委員会は、その第 3章におい
て、アムステルダム条約の発効及びタンベレにおける欧州理事会の結論
を踏まえ、 EU域内で共通に適用される、国境を越えた少額請求手続規
定の制定が急務である、と指摘した。
グリーンペーパーによれば、 EU加盟各国に対して調査したところ、
。 1.p.，20011.15.，OJ C 121) 
(12) OJ C 12，15.1.2001，p. 4 (1.Proposal B. 4.). 
これは、少額請求に関する計画に積極的に取り組むよう要求したハー
グ・プログラムによって、さらに推進されることとなった。ハーグ・プロ
グラムは、 2004年1月5日、ブリユッセルで開催されていた欧州理事会に
おいて採択された。欧州理事会は、すでに1999年のタンベレで、テロ対策
や治安維持政策の要である自由、安全及び正義に関する大綱を採択し、実
施していた。ハーグ・プログラムは、それから 5年の時を経て、同大綱の
成果及び新たな問題を洗い出し、その後 5年間における政策の枠組みを定
めるべく、採択された。具体的な行動計画については、 OJC 53，3.3.2005，p. 
1を参照。
同 COM(2002) 746 finaL 
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その過半数で、囲内の少額事件について、少なくとも事実上、何らかの
形で手続的配慮がなされていた。とはいえ、加盟各国が少額債権者に与
えている権利実現手段に、統一性があるわけではない。その機能が加盟
各国間で均衡を欠くならば、域内市場の競争に歪みの生じる危険がある
と、容易に予想される。そこで、 EU全域において、加盟各国の債権者
に対等の機会を保障し、司法へのアクセスを促進するために、国境を越
えた少額紛争を迅速かつ低廉に解決することのできる手続の制定が必要
である、と指摘された。
そして、少額請求手続導入へ向けた検討課題として、①訴額の上限、
②利用可能な事件の制限、③利用の任意性、④手続開始に必要な形式、
①弁護士強制の採否と当事者への手続関連事項の教示、⑥裁判外紛争解
決手続(AlternativeDispute Resolution (以下 iADRJと記すJ)の活用、⑦
証拠調べに関する規定の適用の緩和、③完全な書面手続導入の可能性、
③各手続における期限の設定、⑬費用負担、⑪上訴の可能性、などのあ
ることが指摘された。これらのうち、調査に回答した加盟国の70パーセ
ント以上が類似の対応をしていた検討課題としては、次のものがあっ
た。すなわち、①について、訴額に上限を設けていること、②につい
て、利用可能な事件を金銭支払請求事件に限定していないこと、⑤につ
いて、弁護士強制とせず、裁判所関係者が手続関連事項について当事者
へ教示していること、①について、 ADRを一部に導入していること ぺ(1
⑦について、証拠調べに関する規定の適用を免除したり、規定を柔軟に
解釈したりしていること、③について、一般的な解決期限は設定されて
いないこと、及び⑬について、費用は敗訴者負担とすること、であっ
た(則。反対に、対応に差異が見られた検討課題としては、①利用の上限
とされている具体的金額、③利用の任意性(1ぺ④手続開始の形式、③完 
(14) ただし、その中には、少額請求手続にADRを導入しているというより
も、通常手続も含めて一般的にADRを促進する規定を設けている国が少な
くない。
.3.44，Green Paper，See仕司 
同 ただし、利用を義務とする少数派の加盟国も、その大半は通常手続への
移行を認めている。 
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全な書面手続の採用、及び⑪上訴の可能性、があった。
以上を前提として、グリーンペーパーでは、次のような提案がなされ
た。まず、懸案事項として特に次の 3点を挙げ、言及した。まず、①訴
額の上限は、 1，000ユーロから2，000ユーロの間としつつ、上限額を全加
盟国において一律とするか否かは、課題として残した。②利用可能な事
件は、手続の簡易化及び迅速化という目的から、金銭支払請求事件に限
定するべきか否か、また、限定しない場合にも一定の事件類型に限るべ
きか否かを、課題として残した。③利用の任意性は、規則の適用範囲を
国境を越えた事件に限定するならば、義務とすべきか否か、義務とする
場合には通常手続への移行の可否、さらに、移行を認める場合にはその
要件を、課題として残した(口)0
手続の簡易化については、まず、④手続を開始するために提出する書
面として、多言語に対応した定型用紙を用意し、それに必要不可欠な事
項のみを記載すれば足りるようにし、かつ、その記載に際して裁判官ま
たは裁判所書記官の助力を認めるようにすることを、提案した。次に、
ファクシミリや電子署名付き電子メールなどの現代的な通信機器の利用
にも、積極的な姿勢を示した。その上で、手続の各段階における最低限
の手続基準について、意見を求めた。①は、弁護士強制の不採用を提案
し、これに対する意見を求めた。③ADRの活用については、少額請求
手続に特化することに懐疑的な姿勢を示し、これに対する意見を求め
た。⑦証拠調べに関する規定の適用の緩和は、陳述書の承認、電話会議
及びビデオ会議の利用、裁判所の承認を得た証拠方法のみ提出を認める
ことなどを例に挙げ、これに肯定的な姿勢を示し、緩和の許否及びその
範囲について、意見を求めた。③完全な書面手続の採用は、原則的に書
面手続を採用することを認めつつ、任意的口頭弁論の可能性を残すこと
を提案し、これに対する意見を求めた。③期限の設定は、上訴の可否と
も関係するとしつつ、判断内容を簡略化し言渡期限を設けることを示唆
し、これに対する意見を求めた。⑬費用負担は、手続利用を義務的とす
る場合に特に問題になるとし、費用償還を原告勝訴の範囲に制限すべき 
4の See，Green Paper，4.5. 
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か否かについて、意見を求めた。@は、上訴の禁止または制限に積極的
な姿勢を見せ、これに対する意見を求めた。そして最後に、上記以外の
課題や選択について、さらなる提起や意見を求めた。
(二) グリーンペーパーに対する反応
グリーンペーパーに対しては、ほぼすべてのEU加盟国政府、法律専
門家を中心とした利害関係者及び団体、消費者団体、研究者などから、 
60以上の回答が寄せられたとのことである倒。それらの中でも特に重要
と思われるいくつかを紹介する。 
(1) 欧州経済社会評議会 
2003年6月18日、欧州経済社会評議会(以下「経済社会評議会」と記す)
は、第400回本会議において、グリーンペーパーに対する意見を採択し
た(ヘ経済社会評議会は、基本的に、少額請求をより迅速、低廉かつ効
率的に実施する手続の制定へ向けて審議を開始しようという、欧州委員
会のイニシアテイヴを歓迎し、そのような手続をEU域内へ導入するこ
とに賛意を表した。ただし、同時に、その手続は、加盟各国が法治国家
として、両当事者の手続保障を確保し、手続の簡易化及び迅速化と公平
な手続の保障とのバランスのとれたものであるように、留意すべきであ
ると指摘した(2ヘその上で、グリーンペーパーで提示された検討課題を
p. 20. ，SEC(2005) 351。司 
4め See，Opinion of the European Economic and Social Committee on the 
‘Green Paper on a European order for payment procedure and on mea-
sures to simplify and speed up small claims litigation' ，OJ C 220，16.9.2003， 
p.5. EC条約262条に基づく意見聴取である。ちなみに、この意見は、まず 
2003年 6月4日に、経済社会評議会内でこの問題を担当する単一市場・生
産・消費部会において採択された後、経済社会評議会に上程され、同評議
会の意見として採択された。
側	 OJ C 220，16.9.2003，p. 5 and p. 11.公平な手続(人権及び基本的自由の保
護に関する欧州条約 (TheEuropean Convention on Human Rights、いわ
ゆる欧州人権条約J6条)の保障とのバランスは、学説においても指摘され
た。例えば、 Mayr/Czernich，Europ益ischesZivilprozessrecht， 2006，Rz. 43. 
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中心に、次のような意見を表明した。
まず、提案の目的に関して、①について、訴額の上限は請求の総額と
し域内で統一すべきであるが、適切な金額は実際に制度が実施されて初
めてわかる (4. 1.4.(21))。②について、手続の利用は特定の事件類型に限定
すべきではない (4 .1.5.)。③について、手続の利用を義務とする場合に
は、通常手続への移行の途を確保すべきである (4. 1.6.) 0 
次に、手続上の問題に関して、④及び⑤について、申立用の定型用紙
は手続の統一に資すると評価しつつ、口頭での訴え提起を認める可能性
も示唆した。そして、弁護士強制は不要とし、裁判所が、自らの中立性
を保持しつつ、当該事件が少額請求手続に適するか否かも含め、迅速な
手続進行と当事者の手続保障が両立されるように、情報や助言を提供す
べきである (4. 1.7.)。⑥について、 ADRは一般に機能しており、また実
務上手続の迅速化に資するとは限らないので、重ねて少額請求手続に導
入する必要はなく、その利用は当事者の自主性に委ねるべきである (4. 1. 
8.)。⑦について、証拠調べに関する規定の適用の緩和を承認しつつ、
法の支配が求める最低限の基準が遵守されるよう、いつも注意しなくて
はならない (4. 1.9.) 0 
③について、書面手続によって生じる困難や遅滞の可能性、情報や助
言を提供する裁判所の義務に鑑み、両当事者の合意がない限り、書面手
続は用いるべきではない (4. 1.10.) 0 ③について、裁判所の誤審の危険性
が皆無で、はないこと、及び罰則がない限り遵守が期待し難いことから、
期限は設けるべきではない (4. 1.12.) 0 ⑬及び⑪の費用負担及び上訴につ
いては、手続の利用が義務的な場合、通常手続への移行が認められない
場合はもちろん、手続の利用が自発的な場合にも、上訴を認めるべきで
ある。それは、この手続の利用促進のためでもあり、費用償還の範囲と
も関わる (4. 1.13.) 0 
提示されていた検討課題に対して以上のような意見を表明したのに加
え、経済社会評議会は、判決に当たっては、判決理由も必ず記載される
制以下、括弧内の番号は、当該記述が記載された箇所に、当該文書内で付
された番号である。 
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べきである、と指摘した (4.1.1.)0 
(2) 欧州議会
2002年12月20日に、欧州委員会から欧州議会へグリーンペーパーが送
付され、欧州議会内の部会である法律・域内市場問題部会及び市民の自
由・権利・司法・内務問題部会に、意見が求められた。これを受けて、
法律・域内市場問題部会は、 2003年2月20日の会合において、 
Giuseppe Gargani氏を本件の報告者に任命した。 
2003年 5月15日の欧州議会において、法律・域内市場問題部会にグ
リーンペーパーに対する欧州議会としての決議の原案を作成し、市民の
自由・権利・司法・内務問題部会に意見を示すよう任じたことが、公表
された。法律・域内市場問題部会は、 2003年11月17日並びに2004年 1月 
26日及び27日の会合を経て、同日 (27日)、欧州議会の決議原案(Report 
on the prospects for approximating civil procedural law in the European 
Union (COM (2002) 746 +COM (2002) 654 -C5-0201/2003 -2003/2087 (INI)) (却
を採択し、同月 30日に欧州議会へ上程した。
同原案は、少額請求規則に関する欧州委員会のイニシアテイヴを歓迎
するものであった。そして、規則案を提案するに際して考慮すべき点と
して、ケ)国境を越える事件にのみ適用される規則とすること、(イ)加盟
国が、囲内法に加えてまたは自国の通常手続との選択肢として、欧州特
有のこの手続の利用を認めること、(ウ)裁判管轄及び裁判の承認・執行
は、特段の規定がない限り「民事及ぴ商事事件における裁判管轄並びに
裁判の承認・執行に関する理事会の規則 (CouncilRegulation (EC) No. 44 
/2001 of 22 December 2000 on jurisdiction and the recognition and enforce-
ment of judgments in civil and commercial matters) (お)Jによることになる
が、それではこの場合には効果的に機能しないであろうことに配慮する
こと、(エ)対象を金銭支払請求に限定しないこと、(オ")ADRの方法の利
2μ剖4用、証拠調べの簡素化及び上訴制限をすること、を挙げた(凶心)
この原案を受けて、欧州議会は、 2004年 2月12日、 iEUにおける民事
なお、市民の自由・権利・司法・内務問題部会は、 4. p.，A5-0041/2004倒 
2003年7月9日に、意見を提出しないことを決定した。 
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手続法の近似化へ向けた見通しに関する欧州議会の決議(European Par-
liament resolution on the prospects for approximating civil procedurallaw in 
the European U nion (COM(2002)654+COM(2002)746 _ C5・0201/2003_ 
2003/2087(INI)))(剖Jを議決した。そこでは、上記原案の立場がそのま
ま採用された。すなわち、まず、欧州委員会のイニシアテイヴを歓迎す
る立場を表明した。そして、具体的な留意点として、例えば、少額請求
手続は金銭支払請求のみならず、訴額の上限の決定が先決であるにして
も、経済関係に関するあらゆる紛争に利用できるようにすべきであると
した。また、 ADRの方法の利用、証拠収集の簡素化、及び上訴権の制
限がなされるべきであるとした。
(3) 公聴会
また、欧州議会の内部部会における検討の開始とほぼ同時期、 2003年 
12月12日には、欧州委員会の企画した公聴会が開催され、重要な問題を
中心に議論がなされた。そこでも、ほぼ満場一致で、自由、安全及び正
義の領域を形成する上で、簡易かっ迅速な欧州少額請求手続は意味のあ
制 OJ L12，16.1.2001，p. 1.いわゆるブリユツセル規則(1)(the Brussels 1 
Regulation)である。同規則に関する日本語での紹介として、例えば、中西
康「民事及び商事事件における裁判管轄及び裁判の執行に関する2000年12
月22日の理事会規則(EC)44/2001 (ブリユツセル I規則)(上)(下)J国際商
事法務30巻 3号311頁、同 4号465頁(2002)、関西国際民事訴訟法研究会「民
事及び商事事件に関する裁判管轄及び裁判の承認及び執行に関する理事会
規則 (EC) についての提案(ブラッセル規則についての提案)(1)~(4 ・
完)J国際商事法務31巻 2号251頁、同 3号399頁、同 4号550頁、同 5号708
頁(2003)、同「民事及び商事事件に関する裁判管轄及び裁判の承認及ぴ執
行に関する理事会規則についての修正提案(欧州共同体条約第250条(2)に基
づき委員会が提出)(上)(下)J国際商事法務31巻 6号864頁、同 7号1006頁 
(2003)。 
(24) A5-0041/2004，pp. 8-9. 
1.p.，P5_T A (2004)00975)白。6) See，Discussion Paper: Hearing on measures to simplify and speed up 
small claims litigation，available at: http://ec.europa.eu/justice_home/ 
news/consulting_public/1Z122003/discussion_paper_en.pdf 
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る推進手段であるとされた(お)0 
(4 ) 専門家会議
さらに、 2004年3月16日には、 EU加盟各国の専門家で構成された会
議において、欧州少額請求手続の創設に関する規則の草案についての議
論が行われた。この件でとられる近似化の方法は、広く評価された。す
なわち、加盟各国の法律に基づく既存の手続に影響を与えない選択的手
続として、欧州少額請求手続を設け、以って少額請求に関する訴訟を簡
易かっ迅速にすること、及び、この手続による判決については、他の加
盟国で承認・執行するために必要な中間的措置を排除することが、支持
された。
三規則の制定過程 
2005年3月15日、欧州委員会から、欧州議会及びEU理事会に対し、
「欧州少額請求手続の創設に関する欧州議会及び理事会の規則の提案 
(Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the Council 
establishing a European Small Claims Procedure、以下「欧州、|少額請求規則
案」または単に「規則案」と記す)(剖」が示された。これによって、欧州
議会とEU理事会による共同決定手続(EC条約251条(28))による規則制定作
業が、正式に開始されることとなった。以下、可能な限り時系列に沿っ
て、 2007年7月11日の制定に到るまでの過程を紹介する。 
1 欧州委員会による規則案
欧州委員会が提案した規則案は、従来から指摘されてきたような、 
EU加盟国間の不当な競争を防ぎ、国境を越えた少額請求手続の簡易化、
迅速化及び低廉化を実現することを目指すものであった。規則案は、加
盟各国の既存の少額請求手続を概観し、それらの比較を基礎として作成
同 COM(2005) 87 final，p. 1. 
pp. 133-134. ，24.12.2002，OLC 325。司 
倒 COM(2005)87 final， pp. 8-10. 
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された。前文で欧州少額請求手続の創設を提案する理由が記され(29)、続
いて具体的な条文案が提案され(3ぺ末尾にこの手続に関係する定型用紙
の雛型が添付された。
ト) 前文(31) 
(1)EUは、人々の自由な移動を保障する自由、安全及び正義の領域と
して維持され、さらに発展しなくてはならない。この領域を徐々に作り
出すために、共同体は、とりわけ民事事件に関する司法協力として、域
内市場の円滑な機能にとって効果的な措置を講じている。 (2)共同体は、
すでにこの分野に関して、「加盟国での民事または商事事件における裁
判上及び裁判外の書類の送達に関する理事会の規則(Council Regulation 
(EC) No. 1348/2000 of 29 May 2000 on the service in the Member States of 
judicial and extrajudicial documents in civil or commercial matters) (却」、
「民事及ぴ商事事件における欧州司法ネットワークの創設に関する理事
会の決定(CouncilDecision 2001/470/EC of 28 May 2001 establishing a 
European Judicial Network in civil and commercial matters) (お)J、「民事及
び商事事件における裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関する理事会の
規則 (CouncilRegulation (EC) No. 44/2001) (34)J、及び「争いなき債権のた
めの欧州債務名義の創設に関する欧州議会及び理事会の規則(Regulation
。0) COM(2005) 87 final，pp. 11-19. 
制 なお、規則案の前文に付された番号は、当該内容の紹介箇所に付しである。
同 OJ L 160，30.6.2000，p. 37.同規則に関する日本語での紹介として、例え
ば、安達栄司=今野裕之監修「新しいEUの国際送達規則(2000年EC送達規
則)における送達暇庇とその治癒の可否(EC企業法判例研究95)J国際商事
法務35巻 2号234頁 (2007)。
同	 OJ L 174，27.6.2001，p. 25.同決定に関する日本語での紹介として、例え
ば、ゴッドヴアルト〔出口=工藤訳〕・前掲注(4)604頁、 623頁、 627頁。 
1.p. 1，2001.16.，OJ L 12(34) 
同 OJ L 143，30.4.2004，p. 15.同規則に関する日本語での紹介として、例え
ば、春日偉知郎「ヨーロッパ債務名義創設法 (1争いのない債権に関するヨー
ロッパ債務名義の創設のための欧州議会及び理事会の規則J(2004年 4月21
日))について」国際商事法務 32巻10号1331頁(2004)。 
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(EC) No. 805/2004 of the European Parliament and of the Council of 21 
April 2004 creating a European Enforcement Order for uncontested 
daims) (お)Jを制定してきたが、 (3)2002年12月20日、欧州委員会は、欧
州支払督促及び少額請求手続の簡易化と迅速化の手段に関するグリーン
ペーパー(前出二 2(一)参照)を公表した。 
(4)法的紛争にかかる金銭的及び時間的費用並びに不快感は、必ずし
も訴額の高さと比例していない。それゆえ、多くのEU加盟国は、国内
事件について、それぞれ少額請求手続を設置してきた。しかし、迅速か
っ廉価な判断を得る上での障害は、純粋な圏内事件の場合よりも渉外事
件の場合のほうが大きいので、欧州少額請求手続を導入する必要性があ
る。そのような手続の導入によって、正義の実現が容易になるはずであ
る。 (5)債権者に個々の加盟国が提供している手続手段の機能に対する
誤解から、域内市場における競争の歪曲という結果が生じている。債権
者及び債務者のために、 EU全域に平等な解決機能を実現する規則に
よって、それを正さなくてはならない。 (6)欧州少額請求手続は、他の 
EU加盟国の関係者との聞の競争の歪みを除去し、正義の実現をすべて
の加盟国聞において平等の条件で可能にするために、純粋な囲内事件に
も適用可能である。 (7)既存の圏内手続以外のさらなる選択肢のひとつ
としての欧州少額請求手続を用いて、訴額の低い紛争はより簡易、迅速
かっ低廉に処理される。本規則によって、同様に、他の加盟国でこの手
続を用いて下された判決の承認・執行も、簡素化される。 
(8)手続の利用を容易にするために、欧州少額請求手続の申立人は、
申立用の定型用紙に必要事項を記載し、それを管轄裁判所に提出する。 
(9)費用と遅延を軽減するために、文書は、受領証明書付の書留その他
簡易な書面、ファクシミリまたは電子メールによって送達し、手続は、
裁判所が口頭弁論を必要と見なさない限り、書面で実施する。制裁判
所は、口頭弁論を開く場合には、オーディオ会議、ビデオ会議、または
電子メール会議を用いて実施することもできる。同様に、証拠方法や証
拠調べの範囲を裁量で決め、かつ、電話、書面による証人尋問、及び
オーデイオ会議、ビデオ会議または電子メール会議の方法による証拠調
べも認める。制裁判所は、対審手続の原則に留意する。同事件を迅速 
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に処理するため、判決は申立書が編綴された後 6ヶ月以内に下されるも
のとし、同上訴の可能性に関わらず、かつ担保提供も必要とせず、直
ちに執行を可能とする。同費用を抑えるため、弁護士その他の法律専
門家を代理人として付けていない自然人である敗訴当事者は、他方当事
者の弁護士その他の法律専門家への報酬を支払う義務を負わない。同
承認・執行を簡易化するために、欧州少額請求手続の判決は、執行許可
宣言を必要とせず、かっ承認に異議を申し立てる可能性もなく、他の加
盟国においてそのまま承認・執行される。
岡本規則は、基本権及び原則、特に欧州基本権憲章(Charterof Fun同 
damental Rights of the European Union)を尊重するものであり、とりわ
け、欧州基本権憲章47条に規定されているような、公正な手続を求める
権利を無制限に保障することを、目標としている。刷本規則の実施の
ために効果的な方法は、「欧州委員会に授権された策定権限行使の手続
に関する理事会の決定(CouncilDecision 1999/468/EC of 28 June 1999 lay-
ing down the procedures for the exercise of implementing powers conferred 
on the Commission) (36)Jに従って採用される。同意図するところの目的、
すなわち少額請求の簡易、迅速かっ低廉な処理は、個々の加盟国のレベ
ルでは十分に実現できないので、共同体レベルで実現したほうがよい。
よって、共同体は、 EC条約 5条の規定する補完性の原則に従って行動
する。また、同条の比例性の原則に従って、本規則はこの目的の実現に
必要な範囲を超えることはない。同なお、英国及びアイルランドは、
本規則を採用及び適用するか否かに関する希望を問われる通知を受け
た(幻)。倒また、デンマークは、本規則を採用せず適用対象から除外さ
同 OJ L 184，17.7.1999，p. 23.いわゆる委員会手続である。なお、同決定は 
2006年に改正された (CouncilDecision 2006/512/EC，OJ L 200，22.7.2006，p. 
11)。
制 OJ C 340，10.1.1997，p. 143. (19)部分は括弧書きになっている。なお、該
当部分との関係では、ニース条約による修正(OJC 325，24.12.2002，pp. 1-32 
and pp. 163-181，p. 7)の影響はない。
倒 OJ C 340，10.11.1997，p. 143.なお、該当部分との関係では、ニース条約
による修正(OJC 325，24.12.2002，pp. 33-184，p. 37)の影響はない。 
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れる(お)。
(ゴ条文案
具体的な条文案は、第 1章から第  5章まで、全23条で構成されてい
た。第 1章「対象と適用範囲」では、欧州少額請求手続が、少額請求解
決の簡易化、迅速化及び低廉化を目指し、加盟各国の国内法と並ぶ選択
肢のひとつとされた。争いなき債権を除いて、他の加盟国でこの手続を
用いて下された判決を承認・執行する際に前提として要求される中間的
措置は、規則から除外された(規則案 1条)。また、適用範囲は、税務、
関税、行政事件(同 2条 1項)、及びその他一定の例外を除き(同条 2
項)(39)、手続開始時に利息、出費及び経費を除く訴額が2，000ユーロを超
えない、民事及び商事にかかる金銭または非金銭請求事件とした(同条 
1項)。なお、規則はデンマークには(場合によっては、英国及びアイルラン
ドにも)適用されない(同条 3項)。
第 2章「欧州少額請求手続Jにおいては、手続開始から判決の確定ま
でについて、次のような手続が提案された。すなわち、申立人は、定型
用紙(添付書類 1)に必要事項を記載し、他の関連書類とともに、直接ま
たはファクシミリ等手続実施国で適法とされている方法を用いて管轄裁
判所に提出し、手続開始を申し立てる(規則案 3条 1項)。加盟国は、自
国で適法と認められる通信手段を、欧州委員会に知らせ、欧州委員会は
それを公表する(同条 2項)。また、時効等との関係から、申立書を到達
後直ちに編綴し、書類の到達日にも留意する(同条 3項及び 4項)。申立
てが、規則案 2条の適用範囲に該当しない場合には、請求は手続実施国
の手続法に基づいて扱われ、裁判所はそのことを申立人に伝える(同条 
5項)。裁判所が申立人から提供された情報が不明確または不十分であ
る、若しくは、申立用紙の記載が不適切であると考える場合には、裁判
側具体的には、 (a)自然人の身分または法的能力、 (b)婚姻関係に起因する
財産上の権利、遺言及び相続権、 (c)破産・支払不能の会社またはその他の
法人の解散に関する法的措置、和解及びこれに類似する手続、 (d)社会保
障、 (e)仲裁、 (f)労働法である。 
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所は申立人に対し、申立用紙を完成するか、補正するか、若しくはそれ
を補う情報または文書を提供するかを選択する機会を与える(同条 6
項)。加盟国は、手続を実施する可能性のあるすべての裁判所で、手続
申立用の定型用紙が入手可能であり、かっ、申立用紙を完成させるため
の実務的な助力が利用可能であるよう、配慮する(同条 7項)。
手続は原則として書面により、裁判所が必要と認める場合にのみ口頭
弁論が聞かれる(規則案4条1項)。申立書を編綴した後 8日以内に、裁
判所は定型用紙(添付書類Eの回答用紙 1)に記載し、申立書のコピーと
ともに被申立人に送達する(同条 2項)。申立書送達後 1ヶ月以内に、被
申立人は定型用紙(添付書類Eの回答用紙1I)に記載したもの、また必要
に応じてそれ以外の文書もあわせて裁判所に返送するか、または、定型
用紙を利用せずともその他の適切な方法で回答する(同条 3項)。裁判所
は、その回答用紙が到達してから 8日以内に、申立人に回答その他関連
書類のコピーを送達する(同条 4項)。被申立人が反訴を提起した場合、
裁判所は申立人にその旨を報告し、申立人は被申立人の回答送達後 1ヶ
月以内に反訴について回答する(同条 5号)。反訴の訴額が規則案 2条 1
項の定める金額を超えた場合、裁判所は、反訴が請求と同一の法律関係
に由来し、かつ裁判所が欧州少額請求手続を適用することが適切と見な
す場合に限り、反訴を考慮する(同条 6項)。裁判所に、本手続で用いる
ものとは異なる言語の関連書類が提出された場合、裁判所は、判決に必
要な場合に限り、当該文書の翻訳を要求する。一方当事者が、「加盟国
での民事または商事事件における裁判上及ぴ裁判外の書類の送達に関す
る理事会の規則(CouncilRegulation (EC) No. 1348/2000) J8条に規定さ
れた言語で作成されていないという理由で、書面の受領を拒んだ場合に
は、裁判所は相手方にそれを知らせ、翻訳した文書を提出するよう助言
する(同条 7項)。
規則案4条 3項及ぴ 5項に基づいて定められた期限内に被申立人また
は申立人の回答を受理した後、 1ヶ月以内に、裁判所は、判決を下す
か、特定の期限内に両当事者からの請求に関するさらに詳細な回答を要
求するか、または両当事者を弁論に呼出す、という手続をとる(規則案 
5条1項)。裁判所に、規則案 4条 3項で規定された期限内に被申立人 
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の回答が到達しなかった場合には、裁判所は欠席判決を下す(同条 2項)。
裁判所は、適切な技術的手段が自由に利用でき、かつ、両当事者がそ
の利用に同意する場合には、オーディオ会議、ビデオ会議または電子
メール会議の方法で、弁論を行うことができる(規則案 6条 1項)。弁論
期日に当事者は出頭せず別の者が出頭した場合、裁判所は、手続実施国
の手続法に規定があれば、その者に対し、当該当事者からの委任状その
他授権を示す書面の提出を要求できる(同条 2項)。裁判所は、裁量によ
り、証拠方法及び証拠調べの範囲を決めることができる。裁判所は、電
話、書面による証言、及びオーデイオ会議、ビデオ会議、または電子
メール会議を用いた証拠調べを認めることができる(規則案 7条 1項)。
例外的な場合で、判決に不可欠な場合には、鑑定も認めることができる
(同条 2項)。両当事者は、弁護士その他法律専門家による代理を義務付
けられない(規則案 8条)。裁判所は、口頭弁論の結果、並びに、証拠方
法及び証拠調べの範囲を判断するときには、公正な手続を受ける権利及
び対審手続の原則に注意を払う(規則案 9条 1項)。裁判所は、両当事者
に請求の法的評価を義務付けず(同条 2項)、必要があれば、手続上の質
問に関して当事者に助力をし、事実関係の確定のために有用な事実に関
する情報の提供を要求する(同条 3項)。また、適切な場合には常に、両
当事者に和解を勧試する(同条 4項)。
判決は、申立書が編綴されてから 6ヶ月以内に下され(規則案10条 1
項)、裁判所は両当事者にそれを送達する。ただし、両当事者が出頭し
ている弁論の最後に口頭で言い渡される判決は、その限りではない(同
条 2項)。文書が手続実施国と異なる加盟国に送達されるべき場合、両
当事者は、「加盟国での民事または商事事件における裁判上及び裁判外
の書類の送達に関する理事会の規則 (CouncilRegulation (EC) No. 1348/ 
2000) J 14条の追加の要件を道守し、かっ、当該文書は、同規則 8条を
考慮して、受領証明書付の書留で両当事者に送達される(規則案11条 1
項)。文書が手続実施国で送達され、受取人の住所も明確な場合には、
当該文書は、手続実施国の手続法が適法としている限り、両当事者に、
受領証明書付の書留、若しくはより簡易な方法、とりわけ簡単な書状、
ファクシミリまたは電子メールによって、送達することができる(同条 
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2項)。なお、前 2項による送達が例外的に不可能な場合には、個人に
対する送達が確保されるそれ以外の方法で送達することも可能である
(同条 3項)。
両当事者に実質的な防御の機会を保障するために必要な場合には、裁
判所は、規則案4条 3項及び5項に基づく期限を、例外的に延長できる
(規則案12条1項)。裁判所が、規則案4条 2項及び4項、 5条 1項及び、 
10条 1項に基づく期限を例外的に遵守し得ない場合には、手続の規則ど
おりの進行を危うくしないよう、可及的速やかに必要な対策を講じる
(同条 2項)。本規則に定める期限の計算には、「期間、日付及び期限に
適用する基準の確定に関する理事会の規則(Regulation (EEC，Euratom) 
No. 1182/71 of the Council of 3 June 1971 determining the rules applicable to 
periods，dates and time limits) (40)Jが適用される(同条 3項)。
判決は、上訴が可能であっても、直ちに執行可能であり、その際に担
保提供の必要はない(規則案13条)。訴訟費用は、不公平や不合理な場合
を除いて敗訴当事者の負担とし、裁判所は妥当性を検討した後、費用額
確定決定を下す(規則案14条1項)。敗訴当事者が自然人で、かっ弁護士
その他の法律専門家に代理されていない場合、敗訴当事者は、相手方当
事者の弁護士その他の法律専門家にかかる費用を支払う義務を負わない
(同条 2項)。
加盟各国は、自国の手続法の下で欧州少額請求手続に対して上訴がで
きるかどうかを、欧州委員会に知らせ、委員会はその情報を市民が入手
できるようにする(規則案15条1項)。上訴の際、弁護士その他の法律専
門家に代理を委任する必要はない(同条 2項)。上訴判決に対するさらな
る上訴は認められない(同条 3項)。被申立人は、 (a)(i)申立書または口
頭弁論への呼出状が、被申立人個人が受領したという証拠の残らない方
法で送達された場合、 (i)送達が、被申立人に過失なく、防御の準備の
ために十分な時間や方法を確保してなされなかった場合、若しくは (b)
被申立人に過失なく、不可抗力または異常な状況が原因で、請求への反
論を妨げられた場合には、即座に行動すれば、「争いなき債権のための
併ゆ OJ L 124， 1.p.，8.6.1971
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欧州債務名義の創設に関する欧州議会及び理事会の規則(Regulation 
(EC) No. 805/2004 of the European Parliament and of the Council)Jの19条
及び30条に基づいて、判決国の法律によれば有効で、かつ欧州委員会に
伝えられていた条件の下で、欧州少額請求手続で下された判決の審査を
要求する権利がある(規則案16条)0本規則に従って、欧州少額請求手続
には、手続が実施される加盟国の手続法が適用される(規則案17条)。
第3章「承認・執行」においては、欧州少額請求手続において下され
た判決は、添付書類E所定の書式を用いて、裁判所が判決と同言語で証
明した場合には、執行許可宣言の必要も承認への異議申立ての可能性も
なく、承認・執行されるものとした。この証明書は、管轄権に関する異
議がない限り (41)作成され、それに対する上訴は認められない。証明書を
訂正するためには、手続実施国の法律が重要である(規則案18条1項及ぴ 
2項)。判決言渡しの時点で、他の加盟国で執行しなくてはならないと
予想される場合、証明書は、職権により判決言渡しの時点で作成される
か、さもなければ当事者の一方の要求を受けて作成される(同条 3項)。
執行を求める当事者は、真正さを認めさせる上で必要な条件を充足して
いる判決書のコピー、及び本条 1項所定の証明書を提出しなくてはなら
ない(同条 4項)。なお、本条 1項から 4項は争いなき債権には適用され
ない(同条 5項)。
第4章においては、「共同体の他の法規との関係Jについて、本規則
は、「争いなき債権のための欧州債務名義の創設に関する欧州議会及び
理事会の規則 (Regulation(EC) No. 805/2004 of the European Parliament 
and of the Council) J、及び、「民事及ぴ商事事件における裁判管轄並びに
裁判の承認・執行に関する理事会の規則(CouncilRegulation (EC) No. 44/ 
2001)Jの適用に影響を及ぼさないとした(規則案19条)。
第5章の「最終規定」においては、加盟各国に対して、市民及び専門
家への教示、宣伝を呼びかけた(規則案20条)。また、本規則の実施に必
要な改正措置は、規則案22条 2項の規定する手続に従って、欧州委員会
制具体的には、民事及び商事事件における裁判管轄並ぴに裁判の承認・執
行に関する理事会の規則(CouncilRegulation (EC) No.44/2001)を参照。 
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が採択するものとする(同21条)。欧州委員会は、「民事及び商事事件に
おける裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関する理事会の規則(Council 
Regulation (EC) No. 44/2001) J75条(必)の定めるところにより、専門委員
会の助力を受け、また本条で参照する規定は「欧州委員会に授権された
策定権限行使の手続に関する理事会の決定(Council Decision 1999/468/ 
EC)J 8条(必)を考慮して同決定 3条及び7条が適用される(規則案22
条)(44)。そして最後に、本規則の施行時期、及びEU加盟国に直接適用さ
れる旨を記す(同23条)。
(三) 補足文書
規則案は、 2005年 3月15日のうちに、欧州議会及びfEU理事会へ送付
された(EC条約251条2項参照)。同日、それに加えて 2通の補足文書も
送付された(必)0 
(1) 派生的な影響力の評価 
2005年3月15日送付の補足文書のうち 1通は、本規則が制定された場
合に生じ得る派生的な影響力の評価に関する文書であった (4ヘすなわ
ち、本規則は、法的統一の実現により、手続の不透明さから生じる利用
者の不安を減らして、単一市場の開発の進展に資するものである。多く
の加盟各国の国内事件では、すでに少額請求についての特則が用いられ
同 同規則75条は、その 1項で、欧州委員会が専門委員会の助力を受けるも
のとする旨を規定している。
同 OJ L 184，17.7.1999，p. 23.なお、該当する条文に、 2006年の改正(OJL 
200，22.7.2006，p. 11，p. 13.前掲注側参照)による大きな変更はない。
凶 同決定 3条は、欧州委員会の助言手続について、同 7条は、欧州委員会
の基本的手続や決定の官報への掲載について、同 8条は、欧州委員会の提
案に欧州議会が異議を唱えた場合に提案を再度作成する必要であることを
規定している。
同 SEC(2005) 351及びSEC(2005) 352.なお、規則案については、合計3通
の補足文書が提示されたが、 3通目の補足文書は、 2005年6月30日のEU理
事会内における責任部局の所見を受けて、同年10月11日に提示された (SEC 
(2005) 1302.三 2(二)にて後述)。
1.SEC (2005) 35性司 
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ており、利用者は、国境を越えた請求の容易化を希望している(同文書 
附幻羽1.)(ωの)47
本規則の主目的は、少額請求について、簡易かつ迅速な手続として国
内手続と並ぶ選択肢のひとつとなること、下された判決を即座に承認・
執行できるように中間的措置を排除すること、及び、それによって司法
へアクセスする機会をより身近にし、判決の相互承認を強化することで
ある。また、経済的観点からは、権利を主張する者は、訴訟費用、弁護
士費用、勝訴の見込みなどを考慮するにしろ、少額債権を従来以上に裁
判所を通じて請求することができるようになると予想されることから、
経済的損失が減り、司法へのアクセスが充実する。のみならず、手続の
透明化及び明確化によって、域内市場における貿易が増加し、消費者に
も企業にも好影響を与えると考えられる(同2.)(必)。
加盟各国の国内の手続法は発展中であり今後も変貌を遂げていくであ
ろうが、そのことは欧州少額請求の問題には具体的な影響を及ぼさな
い。国境を越えた少額請求をめぐる現状を放置することは、 EU域内の
交易において、相互の影響及び取引の増加に伴って、回避し難い紛争の
割合を増加させるだけであろう(同3.) (49) 0 
本規則の提案が有する潜在的な影響として、次の諸点が挙げられる。
(ア)理論的には、利用件数は 1年当たり 500万件の範囲内と予想してい
る。ただし、国境を越えた少額請求手続は、当初の件数を持続するとは
限らない。(イ)700万人の欧州市民が、潜在的に 1年の聞に欧州少額請求
手続に直接関与すると予想され得る。(ウ)平均的な訴額を1，000ユーロと
推定すると、 50億ユーロの行方が本手続によって決せられる o (エ)本手
続に伴う訴訟費用は、少なくとも別途30億ユーロかかると予想してい
る。よって、本規則にかかる訴訟の直接費用に訴額を加えると、少なく
とも80億ユーロの移動が見込まれる。件) 4ヶ月から24ヶ月かかる現在
の手続を、規則上最長 6ヶ月に短縮することは、重要な改善である。(カ)
2-7.pp.，SEC (2005) 351性カ 
1.7-1pp.，SEC (2005) 351併司 
倒 SEC(2005) 351，pp. 11-12. 
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承認・執行手続の廃止が、国境を越えた手続に予想される期間を 1ヶ月
から18ヶ月短縮し、費用を250ユーロから1，300ユーロ低減すると見積
もっている。これは、この手続に適する事件で費用と期間が20%縮減さ
れることである。(キ)加盟各国及び請求によって、訴額の他にかかる潜
在的費用には、 520ユーロから5，400ユーロまで幅がある。よって、将来
の申立人が、費用が訴額を超える危険に気付かずに訴えようとしている
場合には、申立人にその状況で生じ得る費用を、十分に知らせる必要が
ある。 け)新しい手続と既存の手続との相互作用の結果は、未知数であ
る。個々の申立人が、予想される期間及び費用、透明度、証拠の扱い、
執行手続などの要素を、事件ごとに比較することが、期待される o (ケ)
新手続の利用者の経験及び生じる費用は、加盟各国の問で幅がある。(コ)
規則は、ほとんどの法律専門家(50万人の弁護士、裁判官、法廷官吏及び
執行官、並びに、裁判所、法律事務所、債権取立会社及び多くの業界で働く
数十万人の従業員)に影響を与えるだろう(以上同4.)(5ヘ
また、提案した手続の監視には、直近の監視と本質的な監視とがあ
る。直近のものは、加盟各国での実施の監視、消費者や企業が規則の存
在及びその利用方法をどの程度理解しているかの監視である。本質的な
ものは、少額債権であっても法的手続を用いて回収できるという信頼の
高まり、法的手続の不確実さが国境を越えた貿易の障害となる範囲の縮
小、 EU域内貿易の増加の監視である。また、手続の評価に際しては、
消費者及び企業の理解と利用状況が重要である。単一市場及び国境を越
える貿易に対する消費者の態度に関しては、ユーロバロメータ (Euroba-
rometer、欧州市民へのアンケート)の実施がふさわしいと思われる(以上
同5.)(5九
最後に、欧州委員会は、本提案は、加盟各国から市民社会におけるあ
らゆる利害関係者まで、広範囲にわたる協議の成果であることを報告し
て、文書を結んでいる(同6.)(回。 
(50) SEC (2005) 351，pp. 12-18. 
制 SEC(2005) 351，pp. 18-19. 
1.20-2pp.，SEC (2005) 351(52) 
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(2) 各条文案の補足説明 
3月15日に送付されたもう一通は、条文案に関して逐条的に提案理由
を記した補足文書であった(日)。それによると、各条文案は、グリーン
ペーパーへの回答も参考にして、次のような理由から起案されたとのこ
とである。
まず第 1章の規定についてである。規則案 1条は、欧州少額請求手続
は、少額請求に関する訴訟を簡易化、迅速化及び低廉化するためのもの
である。そして、次段階の承認・執行手続で、手間取ってはその意味がな
くなるので、当該訴訟に対する判決は、争いなき債権を除いて、他の加
盟国において中間的措置なしに承認・執行され得る。第 2章の手続規定
は、手続の迅速化、低廉化及び効率化と、欧州人権条約 6条及び欧州基
本権憲章47条に基づく公正な手続の実現とのバランスを目指す内容と
なっている(刊。次に、規則案 2条は、適用範囲として、民事及び商事事
件は「民事及び商事事件における裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関
する理事会の規則 (CouncilRegulation (EC) No. 44/2001) Jのそれと同様
であるが、労働法関係の事件は、その特殊性に鑑みて除外する。訴額の
上限は、加盟各国の既存の基準、並びに、実用的な意義及び市民の生活
への直接的影響から見て、 2，000ユーロが妥当な金額である。グリーン
ペーパーに対する回答では、金銭支払請求事件に限定すべきでないとい
う意見が多数で、あった。訴額及び計算の基礎は、囲内法に基づいて決め
られるべきである。また、本規則の適用範囲は、囲内事件と国境を越え
た事件の双方を含むものとする(回。
次に、第 2章の規定についてで、ある。規則案 3条 1項の、申立てに定
型用紙を用いることは、グリーンペーパーへの回答でも圧倒的な賛成が
得られた。申立人本人が容易に手続を利用できるようにするために、当
該用紙は手続を実施する裁判所に常備し、要求する記載内容も必要最小
同 SEC(2005) 352. 
2. p.，(2005) 352SEC(54) 
(5) SEC(2005) 352，p. 2-3. 
(56)
 3. p.，(2005) 352SEC 
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限に留め、法的記載は不要とし、提出方法も多様化する(日)。規則案 4条
については、同条 1項で、完全な書面手続化の可能性を挙げたグリ}ン
ペーパーに対し、費用低減のために書面手続を容認しつつ、公正な手続
の確保のために例外を設けるべきだという回答が多数を占めたことか
ら、任意的口頭弁論とした。次に、同条 2項から 4項では、裁判所から
当事者への書類の送達に関して具体的な規定を設け、手続を加速するた
めに当事者及び裁判所に対する期限の設定を認める。同条 5項及び6項
は、反訴に関する規定で、反訴の訴額が規則案 2条 1項所定の金額を超
えている場合には、結果的にそれを少額請求手続で扱うか否かは、裁判
所の裁量に委ねられる。規則案4条 7項の目的は、翻訳対象文書を限定
することで翻訳費用を軽減することである(問。
具体的な手続に関して、規則案 5条 1項は、当事者及び裁判所に期限
を設け(申立て、回答及び判決言渡し)、それが道守されない場合の措置に
ついて定める(日)。規則案 6条は、費用低減のために、口頭弁論に通信機
器を利用することを認める。また、代理人のみが出頭した場合には、管
轄裁判所の存する加盟国の法律に応じて、代理権の存在を証明する書面
の提示を要求する(日)o
規則案 7条が定める証拠調べに関する規定の適用緩和は、既存の少額
請求手続の大きな特徴のひとつである。グリーンペーパーへの回答でも
支持されており、規則案でも費用低減及ぴ時間短縮を実現する目的で、
これを認める。証拠方法と証拠調べの範囲は裁判所の裁量で決するもの
とするが、公正な裁判及び対審手続の原則に留意する必要があることを
明記する (6ヘ規則案 8条に関しては、多くの既存の少額請求手続及びグ
リーンペーパーへの回答、並びに、債権者に簡易で費用効率のよい少額
債権回収の仕組みを提供する、という本規則の目的に照らし、弁護士代 
6カ SEC(2005) 352，pp. 3-4. 
4. p.，SEC (2005) 352(58) 
事司 SEC (2005) 352，p. 4. 
5. p.，SEC(2005) 352側 
倍。 5. p.，SEC(2005) 352
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理を義務付けないと提案した(6臼べ1
が公正な裁判を受ける権利及ぴ対審手続の保障を尊重すると規定する O
特に、口頭弁論を経るか否か、並びに証拠方法及び証拠調べの範囲を判
断するときについては、その尊重を明示的に要求する。同条 2項及び3
項は、当事者が弁護士に代理されていない場合に配慮した規定である。
また、同条 4項では、両当事者の和解を奨励するために、適切なときに
裁判所が和解を勧試するものとした(制。
規則案10条 1項が要求する、 6ヶ月以内という期限の設定は、判決言
渡しの遅延防止が目的であり、グリーンペーパーへの回答で、も賛同が得
られた。規則案4条及ぴ5条で期限が設定されることを念頭に置いた規
定である。両当事者が出頭して言い渡されない限り、判決書は送達され
る(同条 2項)(臼)。規則案 11条では、送達費用を節約するべく、受領証明
書付の書留で書類を送達することを認める。「加盟国での民事または商
事事件における裁判上及び裁判外の書類の送達に関する理事会の規則 
(Council Regulation (EC) No. 1348/2000)J14条は、郵便による送達で名
宛人が関係書類の受領を確実に保証されることを前提としている(制。ま
た、それ以上に簡易な方法で送達することも認める(白)。規則案12条 1項
及び2項は、期限が道守されない場合の規定であり、同条 3項はその計
算に関する規定である(侃)。
規則案13条では、少額債権の回収を加速するために、本手続によって
下された判決は、上訴の可能性如何を問わず、直ちに執行可能であると
規定する(問。規則案14条は、費用を低減化し司法へアクセスしやすくす
5. p.，(2005) 352SECお功 
6. p.，(2005) 352SEC和功 
側 同規則14条は、各加盟国は、他の加盟国に居住する人物に対して、直接
裁判上の書類を郵送してよい、と規定している。ほとんどの加盟国が、郵
送した証拠を得るために、同規則14条2項に基づく受領証明書付の書留郵
便を要求している。
6. p.，(2005) 352SEC制 
6. p.，(2005) 352SEC(6) 
耐力 6. p.，(2005) 352SEC 
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るために、訴訟費用を原則的には敗訴者負担としつつ、負担額及び範囲
について配慮する。本人訴訟で敗訴した場合に相手方の弁護士費用の負
担を免除することには、手続利用者に本人訴訟を跨踏させないようにす
る意図もある(刷。
規則案15条 1項では、上訴の可能性に関する規定が加盟国ごとにかな
り異なることを考慮して、上訴可能性は、加盟各国が欧州委員会に知ら
せ、欧州委員会が一般市民もその情報を利用できるように手配する。同
条 2項により、上訴が認められるとしても、第一審同様(規則案8条)、
弁護士代理は不要である。また、規則案15条 3項は、判決の確定までに
必要な時間を短縮する目的から、上訴審の判決に対するさらなる上訴を
認めない(ω)。なお、規則案16条は、申立書または口頭弁論への呼出状が
適切な形で送達されていない場合に、申立人に効果的な法的保護を保障
することが目的である (70)。規則案17条は、手続には、手続実施国の手続
法が適用されることを規定する (7九
さらに、第 3章となる規則案18条では、タンベレでの結論を踏襲し
て、判決の承認・執行を可能にするための中間的措置を排除する。これ
は、「争いなき債権のための欧州債務名義の創設に関する欧州議会及び
理事会の規則 (Regulation(EC) No. 805/2004 of the European Parliament 
and of the Council)J 3条 1項の意味での争いなき債権に関する裁判に
は、適用されない (η)0
そして、第 4章となる規則案19条では、争いなき債権であるがゆえに
前条によっては判決の承認・執行が不可能な場合にも、「争いなき債権
のための欧州債務名義の創設に関する欧州議会及び理事会の規則(Regu-
lation (EC) No. 805/2004 of the European Parliament and of the Council)J 
及び「民事及び商事事件における裁判管轄並びに裁判の承認・執行に関
する理事会の規則 (CouncilRegulation (EC) No. 44/2001) Jに基づいて、
7. p.，SEC (2005) 352前司 
7. p.，SEC(2005) 352倒 
7. p.，SEC (2005) 352(70) 
7. p.，SEC(2005) 352何 
7. p.，SEC(2005) 352功0
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承認・執行ができるようにする(問。
最後に、第 5章についてである。規則案20条で規定する教示、宣伝に
ついては、欧州司法ネットワークを通じて、市民及び専門家へ欧州少額
請求手続に関する情報を提供するよう、加盟各国が協力することが重要
である。特に国境を越える事件の場合、利用者が制度を知らなければ、
正義の実現の可能性が改善されることはほとんどないからである(問。そ
して、規則案21条及び22条で、本規則の実施において欧州委員会を助け
る専門委員会に関して規定する(耐0 
2通日の補足文書では、以上のような補足説明がなされた。 
2 EU理事会の対応
(一) 責任部局の任命 
EU理事会は、欧州委員会の規則案及び補足文書 2通を受理し、 2005
年 4月20日、内部委員会の司法・内務委員会に、欧州少額請求手続の問
題を扱う民事法部会(以下「民事法部会」と記す)を設置し、 EU理事会に
おける本規則案の審議の責任部局に任じた。
(二) 当初の作業
民事法部会の作業は、 2005年 4月末から開始され、同年 6月30日に
は、規則案に関する専門的所見(河)が提示された。この所見では、規則案
の目的及び内容を、訴額が2，000ユーロ以下の民事及び商事事件につい
て、統一的かつ簡易な判決手続を導入し、その判決を他の加盟国で執行
する際に特別の承認・執行手続を原則的に不要とするもの、と認定し
8. p.，SEC(2005) 352。功 
8. p.，SEC (2005) 3524)ケ 
8. p.，SEC (2005) 352(75) 
同 10748/05，JUR 291，JUSTCIV 130，CODEC 579，30.6.2005.なお、同所見の
内容は、一部を除いて非公開とされている。それゆえ、同所見の内容に関
する本稿の記述は、それを受けて2005年10月11日に新たに提示された、欧
州委員会の補足文書(SEC(2005) 1302.前掲注附参照)に依拠するところ
が大きい。 
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た(η)。なお、本規則の提案の法的根拠については、司法協力(但EC条約6侃5 
条Cω)の範囲に該当するという見解に否定的な立場をとつた(側7沌槻8ω)
その後も、審議は民事法部会において進められ、 2005年 9月30日、同
部会長から加盟各国の代表に対し、規則案に対する最初の改訂案草案
(以下、欧州議会のものと区別するべく、便宜上、 EU理事会における各改訂
草案を「改訂案〔第一草案Jのように記す)が提示された(均)。それは、民
事法部会の審議結果及び書面で示された代表達の意見(80)を考慮し、全体
にわたって大幅に手を加えたものであった。
なお、 2005年 6月30日の民事法部会の所見を受けて、同年10月11日
に、欧州委員会から、欧州議会及びEU理事会へさらなる補足文書が提
出された(則。 3通目の補足文書となるこの文書の中で、欧州委員会は主
に、本規則の提案の法的根拠に対する同所見の立場に反論した。そし
て、 EC条約65条の文言及びその趣旨、一連のEU機関の決議や先行する
共同体規則への配慮などを理由に、本規則の提案はEC条約65条 cが規
定する司法協力の概念の範囲内であり、同条 cが法的根拠になると主張
した。
同 なお、他加盟国で実施された少額請求手続で下された判決の承認・執行
に関して、 See，11039/05，JUSTCIV 138，CODEC 615，13.7.2005. 
同 EC条約65条は、アムステルダム条約によって新設された、民事に関する
加盟国間の司法協力に関する規定である。同条 cによれば、必要な場合に
は、加盟国の民事手続規定の調整によって、民事手続の円滑な進展を阻害
する事由を除去(とりわけ裁判所へのアクセスと実効的な権利保護とを調
整)するべく、 EU理事会は法令を制定することができる(同条約67条)。た
だし、法令制定が認められる場合は、それが複数の加盟国に関わる問題に
ついて規定するもので、かっ域内市場の機能維持に必要とされるときに限
定されている(同条約65条)。 
2005年6月30日の所見において、民事法部会は、 EC条約65条cは、域内
の統一的な民事訴訟手続の新設に関わる規定を制定する権限を、共同体の
立法府に与えてはいないと主張した。
，CODEC 776，JUSTCIV 165，12503/05。功 30.9.2005. 
ADD.+CODEC 617，JUSTCIV 139，11096/05倍。 
担1) SEC(2005) 1302. 
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己) 第2696回EU理事会での審議 
2005年12月1日(及び2日)に開催された第2696回EU理事会では、司
法・内務問題のひとつとして、欧州少額請求規則の創設について審議さ
れた。そしてその結果、一部の特定の問題について同意するに到ったと
発表された。公式発表によれば、欧州少額請求手続の導入は、国境を越
えた少額紛争を簡易、迅速かつ低廉に解決することを目指すものであ
り、そのために、他の加盟国の判決を承認・執行する際に通常は必要な
中間的措置を、不要としている。また、保留された問題に対しては、次
のような希望的立場を明らかにした。まず、書面手続を原則とするが、
必要な場合には口頭弁論を開く可能性を残す。次に、手続の迅速性及ぴ
効率性を保障するために、手続の具体的段階で期限を設ける。また、各
国の国内法に従って、口頭弁論や証拠調べに際して現代的な通信技術を
利用する。加えて、弁護士代理を義務としてはならない。さらに、訴訟
費用は、原則として敗訴者が負担するが、費用は訴額に比例させる。そ
して、本規則施行後に再検討を行う。なお、規則の適用範囲について
は、国境を越えた事件に限定し、加盟各国の囲内事件を含めないという
見解が一般的であったと発表された(制。 
3 第424回経済社会評議会の意見 
2006年 2月14日(及び15日)に開催された、第424回経済社会評議会の
本会議において、規則案に対する同評議会の意見が全員一致で採択さ
れ、同年 4月11日に公表された(お)。
経済社会評議会としては、この規則案は自由、安全及び正義の領域を
実現することに資するものである、と評価した。そして、従来からの 
EUの公正な統合という行動スタンスに合致するとして、欧州少額請求
手続に関するイニシアテイヴ及び提案内容を、基本的に歓迎し支持し
た。特に、通常手続と比べて簡易、迅速かっ低廉にすることを目的とし
た手続の単純化、それと同時に両当事者に対する十分な手続を保障する
担功 Press: 296 Nr. 14390/05，p. 19. 
1.6p.，4.20061.1，OJ C 88相功 
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こと、専門家及び市民への同制度の教示、宣伝などを支持する旨を明確
にした。
その上で、経済社会評議会は、規則案の補強材料という名目で、以下
のような意見を示した(制。
すなわち、規則案 2条〔対象〕について、訴額の上限は、最低でも 
5，000ユーロとする。適用を除外する事件類型のうち、税務、関税、及
び行政事件に関して、限定的かつ直接的に列挙するとともに、他の適用
除外事由と併記する。また、仲裁を適用除外事由から外す。デンマーク
が加わらないことは残念である(制。
手続に関する部分について、規則案 3条〔手続の開始〕では、加盟各
国の国内法に時効及びその中断の問題を残し、補正には期限を設け、ま
た、当事者に与えられる「実務的な助力」の具体的内容を明らかにすべ
きである(制。規則案 4条〔手続運営〕に関しては、書面手続の利点は理
解し得るものの、弁論は重要である(欧州人権条約 6条及び欧州基本権憲
章47条参照)。また、反訴は、本訴と同一の法律関係に基づくものでな
い限り認めるべきではなく、本訴の訴額の上限を超えではならない。さ
らに、裁判所が翻訳するよう助言したが当該当事者が翻訳をしなかった
場合の帰結を、明記すべきである(刷。規則案 5条〔手続の終結〕では、
一部の表現を改めるとともに、手続の終了に際して、口頭弁論を開く最
終期限を設定する必要がある (88)o
具体的手続として、規則案 6条〔口頭弁論〕では、口頭弁論に現代的
な通信技術を用いることは歓迎するが、その範囲を明確にし、真正確認
手段(電子署名など)を確保すべきであり、それがない場合、当事者は当
該通信技術の利用を拒否する権利があるとすべきである(刷。規則案 7条
〔証拠調べ〕については、電話による証拠調べは、録音の上、文書化し
信4) OJ C 88，11.4.2006，pp. 61-63. 
相時 OJ C 88，11.4.2006，pp. 63-64. 
極的 OJ C 88，11.4.2006，p. 64. 
極力 OJ C 88，11.4.2006，p. 64. 
信8) OJ C 88，11.4.2006，p. 64. 
相訪 OJ C 88，11.4.2006，pp. 64-65. 
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ない限り証拠価値を認めるべきではなく、また、内容が暖昧な上、鑑定
をするかは裁判所が決めることである以上、同条 2項から「例外的な場
合」の文言は、削除するよう勧告している (9ω。規則案 8条〔両当事者の
代理〕については、当事者の代理人候補として、事件内容に関する専門
家の可能性もあり得る (91)。規則案 9条〔裁判所の責務〕については、特
に非金銭請求の際には、法規を基準とした手続であることを事前に当事
者に明確に説明しなくてはならず、また、裁判所は和解成立へ向けて常
に努力すべきであるから、同条 4項の「適切な場合には常に」は削除す
べきである(問。規則案10条〔裁判〕には、出頭しなかった場合の帰結(規
則案 6条 2項と同様の取扱い。すなわち欠席判決)を明記すべきである(幻)o
規則案11条〔文書の送達〕では、受領証明書、またはその証拠が得られ
ない方法による送達(例えば、通常の手紙)は許可すべきでない(則。規則
案12条〔期限〕については、 1回に限り延長の可能性を認めるべきであ
るとし、また、裁判所の期限道守と延長可能性に関する 2項について
は、削除することを提案する(附0
判決の執行に関しては、規則案13条〔判決の執行〕について、訴額の
上限を引き上げるのであれば格別、少なくとも提案された金額であれ
ば、上訴手続の必要性は疑問である。上訴を認めるならばそれを明記
し、本人訴訟の場合に限定すべきである(附。規則案14条〔費用〕につい
ては、表現をより明確にするとともに、費用負担に関する情報を、事前
に両当事者に知らせるべきである(問。規則案16条〔判決の審査〕につい
ては、被申立人が審査を請求できる明確な期限を規定すべきである(制。
。0) OJ C 88，11.4.2006，p. 65. 
(91) OJ C 88，11.4.2006，p. 65. 
相訪 OJ C 88，11.4.2006，p. 65. 
担功 OJ C 88，11.4.2006，p. 65. 
担4) OJ C 88，11.4.2006，p. 65. 
P司 OJC 88，11.4.2006，p. 6. 
(96) OJ C 88，11.4.2006，p. 6. 
担カ OJ C 88，11.4.2006，p. 6. 
(98) OJ C 88，11.4.2006，p. 6. 
276 (127) 
EU域内における少額請求手続(ー)
最後に、添付書類に関して、国境を越えた紛争における実務的有効性
に疑問を呈した(鈎)0
経済社会評議会は、以上のような意見を示し、規則案に対して基本的
な賛意を示すとともに、欧州議会及びEU理事会が、この修正へ向けた
同評議会の意見を受け入れ、また、加盟各国が、その上で欧州委員会の
提案を支持するよう、勧告した。 
4 EU理事会の継続的な検討
(ー) さらなる改訂案草案の提出
その一方で、 EU理事会内部においても、この問題の審議が継続され
ていた。民事法部会を中心に、部会内外を問わず、個別論点の検討、文
書のやり取り、頻繁な意見交換及び検討作業が行われた(1∞)0 それらを
通じて、改訂案(第一草案)に手が加えられていき、 2006年 5月19日に改
訂案(第二草案)(101)が常駐代表委員会第二部へ提出され、同月29日に、担
当者に精査された結果である改訂案(第三草案)(102)が、常駐代表委員会第
二部及びEU理事会へ上程された。
に) 第2732回EU理事会での議論
欧州少額請求規則案に対する具体的な改訂案草案の上程を受けて、
66-67.pp.，4.20061.1，OJC 88。。功 1. 	21.1，CODEC 1037，JUSTCIV 208，14638/05g.，e.，See関連文書として、0)
2005; 15054/05，JUSTCIV 221，CODEC 1107，29.11.2005; 15132/05，JUR 500， 
JUSTCIV 222，CODEC 1112，29.1.2005; 15470/05，JUSTCIV 229，7.12.2005; 
15954/05，JUSTCIV 244，CODEC 1203，20.12.2005; 6576/06，JUR 68，JUST欄 
CIV 31，CODEC 162，20.2.2006; 8408/06，JUSTCIV 100，CODEC 346，2.5. 
2006; 9853/06，JUSTCIV 138，CODEC 547，29.5.2006. 
(10) 9329/06，JUSTCIV 122，CODEC 472，19.5.2006.。02) 9886/06，JUSTCIV 139，CODEC 555，29.5.2006.同改訂案の上程の経緯と
審議の依頼を記した文書として、 9853/06，JUSTCIV 138，CODEC 547，29.5. 
2006.また、同改訂案については、同年 5月31日に訂正文書(9886/06+ COR 
1，JUSTCIV 139，CODEC 555，31.5.2006)が、 6月9日に補遺文書(9886/06
十 ADD1，JUSTCIV 139，CODEC 555，9.6.2006)が、追加で上程された。 
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2006年6月1日及び 2日に開催された第2732回EU理事会では、この問
題が議題のひとつとして審議された。そして、大まかな同意に到ったと
して、次のような公式発表がなされた。
本規則は、国境を越えた少額債権に関する訴訟を簡易化、迅速化及び
低廉化し、また、本来他の加盟国が下した判決を自国で承認・執行する
ために必要な中間的措置も不要とするものである。本規則は、国境を越
える民事及び商事事件で、裁判の性質を問わず、手続開始時に利息、経
費、出費を除く訴額が2，000ユーロを超えない事件に適用される。ただ
し、税務事件及ぴ関税事件、行政法上の問題、並びに国家の主権行使の
範囲における作為または不作為に関する国家責任の問題は、適用範囲か
ら除外される。また、自然人の身分または法的能力及び扶養義務、婚姻
関係に基づいて発生する財産権・遺言及び相続、破産・支払不能の会社
またはその他の法人の法的手続・裁判上の和解その他類似の手続、社会
保障、仲裁、労働法、金銭支払請求を除く不動産をめぐる権利、並びに
中傷を含むプライバシーまたは人格権の侵害に関する事件にも、本規則
は適用されない。
また、申立人は、添付書類にある申立用の定型用紙を直接、または郵
便その他手続実施国で認められている通信手段(ファクシミリ、電子メー
ルなど)を用いて、管轄裁判所に提出する。それによって、欧州少額請
求手続が開始される。申立用の定型用紙には、主張を裏付ける証拠につ
いて記載し、また必要とあれば書類を訴訟資料として添付してもよい。
この手続は、域内市場の中で、個人及び企業が、国境を越えた状況に
おいて少額債権を回収する場合に、威力を発揮するであろう(附。
以上のような公式発表を行った。 
(103) Press: 144 Nr. 9409/06，p. 15. 
。刊民事法部会は、	 2006年 7月17日、 18日、及び9月15日にも開催され、備
考部分や標準書式などについて、審議が行われた。 See，13106/06，JUST-
CIV 199，CODEC 959，22.9.2006. 
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信) 第2752回EU理事会の議論
第2732回EU理事会の基本的立場の表明を受けて、民事法部会はさら
に審議を重ねた(1ω。そして、 2006年 9月21日に、常駐代表委員会及ぴ 
EU理事会へ、改訂案(第四草案)(1侃)を上程した。 
2006年10月 5日及び6日に、第2752回EU理事会が開催された。司
法・内務問題の会議において、備考部分と標準書式に関する作業が完成
した後、 EU理事会として、欧州少額請求規則案に包括的に同意するこ
とが、正式に表明された。公式発表の内容は、概ね同年 6月1日のもの
と同様であるが、最後に、本規則が制定された場合、デンマークを除く
すべての加盟国に適用されることが明言された(106)0 
5 欧州議会の対応
ト) 責任部局の任命
欧州議会も、 EU理事会と同日に、欧州委員会規則案及ぴ2通の補足
文書を受理した。欧州議会では、 2005年 4月12日、議会内の法律問題部
会が本規則の審議の責任部局に任じられるとともに、別の部会である市
民の自由・司法・内務問題部会に意見が求められることとなった。そし
て、 2005年4月21日、法律問題部会のHans副 PeterMayer氏が議会の規
則案に関する報告書の担当者に、 2005年 6月6日、市民の自由・司法・
内務問題部会のAlexanderAlvaro氏が同部会から法律問題部会へ提示
する意見の起草者に、それぞれ任命された。
同 13076/06，JUSTCIV 198，CODEC 957，21.9.2006.これについての訂正文書
が、 13076/06+COR 1，JUSTCIV 198，CODEC 957，27.9.2006.改訂案(第四
草案)は、 2006年7月24日に部会長から部のメンバーたちに提示された文書 
(11830/06，JUSTCIV 175，CODEC 785，24.7.2006)に基づくものであった。
なお、同年 9月22日、 EU理事会の事務総局から常駐代表委員会及ぴEU理
事会へ、同改訂案に一般的承認を与えるよう求める文書が送付された 
(13106/06，JUSTCIV 199，CODEC 959，22.9.2006)。
。ω~ Press: 258 Nr. 13068/06，pp. 24-25. 
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に) 市民の自由・司法・内務問題部会の意見
市民の自由・司法・内務問題部会は、 2005年 9月14日及び2006年 4月 
18日に、この問題に関して審議を行った。そして、 Alvaro氏が起草し
た意見を叩き台にして、 2006年 5月15日に、投票者38名の全員一致で、
同部会の意見を採択し、同月 19日付で法律問題部会に意見書を送付し
た(10九そこでは、グリーンペーパーに対する2003年 6月18日の経済社
会評議会(前出二 2(二)(1)参照)及び2004年 2月12日の欧州議会の意見(前
出二 2(二.)(2)参照)を参考にしつつ、規則案に対していくつかの指摘をし
た。すなわち、本規則の適用は、国境を越えた民事及び取引事件に限定
すべきである (108)o また、口頭弁論実施の可能性及び証拠方法に関して
は、手続の迅速な終結に寄与するべく、裁判所に多くの裁量の余地を与
える。期限及び言語に関して明文規定を置くことは、簡易、迅速かっ廉
価な手続を欧州市民に与えるという責務に資するがゆえに、支持する。
以上のような基本的立場から、市民の自由・司法・内務問題部会は、 36
項目の修正を提案する意見書を提出した。
(三) 法律問題部会の審議
その一方で、責任部局たる法律問題部会のMayer氏は、 2006年2月8
目、「欧州少額請求規則案に対する報告書草案(DraftReport on the pro-
posal for a regulation of the European Parliament and of the Council estab-
lishing a European Small Claims Procedure (COM (2005) 0087 -C6・0082/ 
2005 -2005/0020 (COD))) (109)Jを提示した。同草案では、 54項目の修正
候補が挙げられた。 
(10カ Available at: http://www.europarl.europa.eu/sides/getDoc.do ? 
pubRef=・//EP / /TEXT +REPORT +A6-2006・0387 +0+DOC +XML + 
VO//EN &language = EN 
同 この点、起草者のAlvaro氏は、意見案に、 2005年12月に、市民の自由・
司法・内務問題部会で「国境を越えた」という文言に信頼できる定義付け
がなされたことを歓迎している、とも記していた0 
0め PE368. 105v01-00，8.2.2006， 1.p. 
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これと相前後して、法律問題部会は、 2005年10月 5日、 2006年 1月31
日、同年 2月23日、同年 4月19日、及び同年 5月30日に、この問題につ
いて重ねて審議を行った。そして、 2006年10月24日に、「欧州少額請求
規則案に対する報告書(Reporton the proposal for a regulation of the Euro-
pean Parliament and of the Council establishing a European Small Claims 
Procedure (COM(2005)0087 -C6・0082/2005-2005/0020(COD)))(110)Jが、
投票者19名の全員一致で可決された。同報告書は、詳細かっ多岐にわ
たって、規則案の101項目の修正を提案するものであり、 2006年11月 7
日に欧州議会へ上程された。 
6 欧州議会及ぴEU理事会の共同決定と規則の制定 
2006年後半には、 EU理事会の議長及び事務総局、欧州委員会、並び
に欧州議会は、欧州少額請求規則の2007年中の法制化を目指して、非公
式に緊密に連絡を取り合い、折衝を行っていた(11九そして、 2006年11
月20日及び同月 29日に開催した会議で進展があり、 11月30日、司法・内
務問題担当者が提示した改訂案に基づいて、欧州議会とEU理事会は最
終的な合意に達した。
ト) EU理事会の対応
欧州議会との合意を受けて、 2006年12月 1日に、 EU理事会の議長か
ら常駐代表委員会及びEU理事会に対し、状況を説明した上で、最終合
意に到った共同方針を確認すること、及び、この欧州議会との合意を根
拠に、法律及ぴ言語の専門家に文言を修正させた後、 2007年初めに共同
。10) PE 368. 105v02-00，A6-0387/2006，7.1.2006， 1.p. 

項の共同決定に関する規定2条251条約ECその背景には、欧州議会が、 1)(日
に抵触することなく、第一回読会で合意に達し第二回読会及び調整手続を
回避するようにとの、実務的配慮があった。 See，16115/06，JUSTCIV 272， 
CODEC 1453，1.12.2006.。12) 16115/06，JUSTCIV 272，CODEC 1453，1.12.2006.なお、常駐代表委員会
に宛てた補遺文書として、 16115/1/06+REV 1，JUSTCIV 272，CODEC 
1453，6.12.2006. 
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決定をすることを確定するよう求める文書が、送付された(日ヘそして、 
2006年12月6日、改訂案(第五草案)を、 EU理事会の改訂案として常駐
代表委員会及びEU理事会に上程した(山)
(斗欧州議会の対応 
2006年12月11日から14日まで、欧州議会本会議が開催された。その最
終日にあたる14日に、欧州議会は、規則案について第一回読会を実施し
た。
第一回読会では、この問題の担当者であるMayer氏が、 1回目の投票
の前に、口頭で修正点も含め簡単にコメントした(日4)。規則案に対して
は、法律問題部会から102項目について修正案が、さらに欧州議会内の
各会派から27項目について修正案が主張された。それらのうち105項目
が、議論に到るまでもなく採択された。それは、組織聞の非公式な話合
いですでに合意が得られていた(115)結果であった。議論及び投票の結果、
欧州議会は、「欧州少額請求手続の創設に関する欧州議会の立法決議 
(European Parliament legislative resolution on the proposal for a regulation 
of the European Parliament and of the Council establishing a European 
Small Claims Procedure (COM (2005) 0087 _ C6-0082/2005 _ 2005/0020 
(COD))、以下「立法決議」と記す)(116) J及び「欧州少額請求手続の創設
に関する欧州議会及び理事会の2007年…(原文ママ)号規則の採択に関す
る、 2006年12月14日の第一回読会において採択された、欧州議会の立場 
(Position of the European Parliament adopted at五rstreading on 14 Decem-
(原文ママ)/. ber 2006 with a view to the adoption of Regulation (EC) No. 
2007 of the European Parliament and of the Council establishing a European 
Small Claims Procedure、以下「修正案Jと記す)(117)Jを採択した。 
(13) 16116/06，JUSTCIV 273 CODEC 1454，1.12.2006. 
(14) . CRE 14/12/2006 -6.25.。15) 前掲注 (1)参照。 
(16) P6_TA (2006) 0593，14.12.2006. 
(17) P6_TC1-COD (2005) 0020，14.12.2006. 
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そこでは、欧州委員会が提示した規則案に対して、多くの修正を要求
していた。欧州議会は、欧州議会と EU理事会との間で合意をみた修正
案を、欧州委員会がすべて受け入れることを条件に、欧州少額請求規則
として同意することになった(川)o
なお、修正案は、細部に及ぶ具体的なものであり、それゆえ、ここで
はその概要を記し、詳細は、実際に制定された規則に付記する形で紹介
する。
修正案によれば、欧州少額請求手続は、国境を越えた事件にのみ適用
される。この修正は、加盟国が容認し得る事項に関する EU理事会の意
見を反映したものである。次に、本手続は、加盟各国の囲内事件のため
にも利用可能で、あるとする。すなわち、修正案は、申立てが、管轄裁判
所へ編綴された時点でのすべての利息、出費及び経費を除く訴額が  
2，000ユーロを超えない、国境を越えた事件について可能となるよう、
希望した。そして、適用除外事件として、税務、関税及び行政事件に加
え、行政法上の問題、国家の主権行使の範囲における作為または不作為
に関する国家責任、また、扶養義務、金銭支払請求を除く不動産をめぐ
る権利、中傷を含む人格と関連するプライパシーと権利の侵害に関する
事件を挙げた。
本手続は原則として書面手続となるであろうから、本手続の利用促進
のために、すべてのEUの公用語で利用可能な特定の形式を規定する。
また、同手続を用いた判決の承認・執行を、すべての加盟国において、
執行許可宣言という中間的措置を排除することによって、促進する。申
立ての定型用紙には、請求を裏付ける証拠について記載したり、必要と
あれば関連書類を添付したりしてよい。申立て、回答、反訴及び反訴へ
の回答の用紙、並びに関連書類は、受訴裁判所で利用される言語で記載
し、提出する。裁判所に到達したその他の文書が、手続実施に際して用
いられるものと異なる言語である場合には、裁判所は、裁判を実施する
。l時 最初の投票で、欧州委員会が提案した規則案を修正すべき旨が可決され、
二回目の投票で、欧州議会の修正案が可決された。なお、修正案は、本会
議において、出席者128名中104名の賛成で可決された。 
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〈論説〉
上で必要と思われる場合に限り、当該文書の翻訳を要求することができ
る。これらについては、基本的に規則案と同様の見解をとっている。
修正は、期限に関する条文について求められた。修正案によれば、裁
判所は、口頭弁論または裁判をする上で必要なすべての情報を入手した
後、 30日以内に、判決を下さなくてはならない。裁判所は、技術的手段
が利用可能であれば、ビデオ会議その他の通信技術を利用して、口頭弁
言命を千子うことができる。
また、実質上、執行手続、すなわち執行拒絶及び執行停止についても
修正を求めた。修正案によれば、執行手続は、執行国の法律に従って行
われる。欧州少額請求手続で下された判決は、執行国で言い渡された判
決と同じ条件の下で執行される。また、下された判決の内容に関して、
執行国が再審査をすることは許されない。
さらに、修正案は、 2014年 1月 1日までに、欧州委員会が、訴額の上
限も含め、欧州少額請求手続の実施状況について詳細な報告書を作成
し、提出するよう要求した。その報告書には、実施された手続の評価、
及び加盟各国へ及ぼされた影響の評価を、記載しなくてはならない。 
EUにおける最善の実務がきちんと考慮され、かつよりよい法令制定の
原則が確実にもたらされるように、加盟各国は欧州委員会に、国境を越
えた欧州少額請求手続の実施に関して、裁判費用、手続の迅速さ、効
率、使いやすさについて、加盟国の国内の少額請求手続も含め、情報を
提供しなくてはならない。
(三) 欧州委員会及びEU理事会の対応
欧州議会が規則案を修正条件付きで承認したことを受けて、欧州委員
会は、同日のうちに、この修正条件に応じることとした(旧)o
また、 EU理事会でも、事務総局から常駐代表委員会及びEU理事会
に、欧州議会において、若干の編集上の文言変更はあったものの、概ね
。の Availableat: http://ec.europa.eu/prelex/detail_ cfm?CL =l dossier_real. en 
&Dosld=192645 
似の 16623/06，JUSTCIV 281，CODEC 1540，21.12.2006. 
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合意した通りで規則が採択されたことが、報告された(120)
(岡規則の制定 
2007年 5月22日、欧州議会とEU理事会は、共同決定として規則の原
文を公表した(ロ1)。同月31日、 EU理事会内で、同規則の制定過程の大ま
かな流れを記した事務総局の覚書が、常駐代表委員会及び理事会に送付
された(12)。規則の原文は、同年 6月12日に訂正(123)がなされた。そして、 
7月11日に最終校正(凶)がなされ、最後に欧州議会の議長及びEU理事会
の議長が署名をし(則、これによって「欧州少額請求規則」が正式に成
立した。その後、すでに紹介したとおり(前出ー参照)、同規則は、 7月 
31日にEUの官報に掲載され(126)、翌日発効した。
。21) PE同 CONS3604/07，JUSTCIV 32，CODEC 124，22.5.2007. 
(12) 9818/07，JUSTCIV 146，CODEC 560，31.5.2007. 
制	 PE-CONS3604/07 COR 2，JUSTCIV 32，CODEC 124，12.6.2007 ( 9条 3項
の訂正)• 
(124) PE-CONS 3604/5/07 REV 5，JUSTCIV 32，CODEC 124，11.7.2007. 
en=http://ec.europa.eu/prelex/liste_resultats.cfm?CLAvailable at: 。同 
(126) 
 OJ L 199，31.7.2007， 
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